2011道本部組織労働局発第３号

２０１０年１０月１日

各　地方本部執行委員長　様

　各　単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　山　上　　　　潔

（ 賃 金 労 働 部 ）
2010人勧閣議決定期・確定期の取り組みについて

－大型はがきは10月15日まで延長、緊急要請打電行動を全単組で実施を！－
１．人勧を取り巻く情勢の補足について（第２次菅内閣成立後）
（１）９月14日の民主党代表選挙において菅首相が代表に再選され、その後、組閣を終え16日に第２次菅内閣が誕生しました。人事院勧告に対する政府としての対応は、第１次内閣時代は、原口前総務大臣を中心とした人事院勧告を尊重するとした意見を有する閣僚と、玄葉大臣などの国民世論を背景とした「人事院勧告の深掘り」を求めるグループとに二分された議論がありましたが、基本的には「勧告尊重」とする論理立てで議論が進められてきていたと考えられます。
　　　よって、９月17日に実施された総務省人事・恩給局次長との交渉において、「人事院勧告制度を尊重するとの基本姿勢に立って、誠意をもって検討を進める」との回答は示されたものの、新しい大臣に対しては、「事務方として説明していく」との回答に止まっていますが、政府の方針として「人勧は尊重する」方向であったことは明らかです。
（２）しかし、第２次菅内閣においては、片山総務大臣や蓮舫大臣の記者会見にあるように、公務員労働者の労働基本権の課題はあるとしても、現在の国民世論を踏まえた判断が必要として、「人勧の深掘り」を示唆する会見内容が報道されました。
蓮舫大臣は「人事院勧告は当然優先されるべきだが、現下の厳しい経済状況や財政状況を考えると、勧告を直ちに遵守するだけでは国民の理解は得られないので、国民の目線にたった改革をしたい」と述べており、この論調は日本の公務員労働法制をしっかりと理解をしていない発言と受け取れ、十分な理解のないまま単に国民受けだけを狙った発言であるといえます。
（３）また、片山総務大臣は、政務で多忙な中、22日早朝のマスコミの番組に出演し、人勧制度の限界性を述べるとともに、国民世論に迎合して、人事院勧告の取扱いに対して後ろ向きな発言をしましたが、閣議において十分な議論を尽くしていない段階でのマスコミ発言については不用意であり、マスコミを利用した世論形成といえ、極めて遺憾といわざるを得ません。さらに、比較対象企業規模の拡大や人事院勧告が影響を与えるとする範囲が「国や地方自治体において非正規職員が増えているためカバーされる領域はかなり狭まっている」という指摘について、比較対象企業規模の歴史的な議論経過や現在の人事院勧告制度が民間事業所等に与えている影響を十分に検証して発言しているものとは到底考えられません。しかし、その後の自治労本部や公務員連絡会の対応により、ことの重大性を鑑みて、現時点では人事院勧告に関する対応は慎重な姿勢を堅持しているところです。
（４）一方においては、民主党政権としてマニフェストの実行が求められていることから、非常に厳しい判断が民主党政権に課せられています。また、この夏の参議院選挙において台頭した「みんなの党」はねじれ国会で苦悩する民主党政権に対し、党利・党益の拡大を狙うという視点から対応を強め、結果として公務員労働者に対するバッシングをさらに強める役割を担ってきています。このような政治力学の中で９月21日に第２回目の給与関係閣僚会議が開催されましたが、人事院勧告の取扱いは、閣僚内部での議論がまとまらず結論を得るに至っていませんので、依然として極めて不透明な情勢のまま推移しているといえます。
（５）仮に人事院勧告を無視した給与引下げが一方的に決定されることとなれば、労働基本権制約の代償措置としての人事院勧告制度を政府自ら否定したことにつながり、憲法問題を含め極めて重大な問題を生ずることとなるのは明白です。現状でも人事院勧告制度が代償措置たり得るかについて強い疑念がもたれており、ＩＬＯから労働基本権の制約を国際労働基準違反と厳しく批判されているところです。

公務員連絡会としては、その場合政府に対し直ちに労働基本権を付与して交渉すべきことを表明し、政府に対し人勧制度尊重の基本姿勢を踏まえた取扱い方針の決定を行うことを強く求めているところです。
（６）臨時国会は10月１日に開会が予定されていますが、第２次菅内閣は急速な円高や株価安対策をはじめとする景気対策、日中問題などの対応など、重要かつ喫緊な課題に直面していますが、公務員労働者の人事院勧告の取扱いがまさに政争の具として利用されることは想像に難くありません。また、給与法改正法案の審議日程など勘案すれば、10月中下旬までには一定の結論を得なければならない情勢と考えられます。
こうした第２次菅内閣の人事院勧告に対する動きを受け、自治労本部・公務員連絡会は、９月28日に第１次中央行動を配置して、人事院勧告に対する政府の考え方を質しました。また、公務員連絡会は人事院勧告がおかれたこのような深刻な情勢を踏まえて、現在、取り組みを行っている大型はがき行動の取り組み期間を延長し10月15日必着として取り組むこと、また、10月13日に第２次中央行動を3,000人規模で配置、さらに同日を全国統一行動日として設定し、時間外職場集会を実施して、官房長官・総務大臣宛の要求打電行動などの諸取り組みを決定しました。
２．関係閣僚の言動に対する自治労道本部の考え方
（１）各閣僚が記者会見や朝のテレビ番組などで述べた内容について、まずはしっかりとした説明を求める必要があると考えます。よって、自治労本部・公務員連絡会などに事実確認を求めていくことを意見反映します。
（２）民主党政権に対する自治労北海道本部としての基本的な見解は、これまでも示しているように、「政権交代による新たな政権はスタートしたばかりであることから、労働組合と政党という組織の違いを踏まえながら、自治労の政策課題の実現に向けて、政権政党への意見反映を積極的に行う」ことを基本として対応していく必要があります。その際、私たちの立場として、政権政党に対し毅然とした態度で主張すべきことはしっかりと主張するとともに、政権政党と緊張関係を保ちながら対応していく必要があります。
（３）特に公務員制度改革にかかる課題については、複雑な日本の公務員法制について、自治労協力国会議員はもとより、全ての民主党国会議員に対してしっかりと説明を行い、共同歩調を確保するような努力が必要と考えます。よって、単に政権政党である民主党議員を批判するだけではなく、民主党政権をさらに良い方向で継続・発展させるべく、様々な課題について十分な議論を通して、共通理解に立てるような努力を北海道本部としても実践しながら、自治労本部や公務員連絡会に対して意見反映していくこととします。
（４）さらに、北海道段階の対応としては、連合北海道や北海道公務労協などと連携し、北海道選出衆参両院議員に対して、日本の公務員法制の課題や働く者の立場に立った公務員制度改革の必要性などと同時に人事院勧告閣議決定に向けて強く訴えていく必要があると考えます。その上で自治労道本部としては、他の地公組合や国公組合の仲間と十分な連携の下、このような取り組みを主体的に担う役割を果たし、積極的に推進していくこととします。
３．2010賃金確定闘争の展開及び基本的指標
　2010賃金確定闘争の展開及び基本的指標は第４号議案当面の闘争方針（案）どおりとして対応します。
　また、2010賃金確定闘争の最低妥結基準については、閣議決定期の取り組みと重なるため、機関会議の招集が困難なことから、以下の「４」のとおりとし、第５１回定期大会において確認することとします。
４　2010賃金確定闘争の妥結基準

　2010賃金確定闘争における妥結基準は以下の項目のとおりとし、最大の山場には独自課題を含めた当局の回答に対し、総合的な戦術判断を行うこととします。単組段階の要求の作成や交渉の実施にあたっては、人事院勧告の解説と課題（道本部作成）及び交渉の手引きを活用し、具体的な交渉の進め方を検討し、実践することとします。なお、「人事院勧告の解説と課題」及び「交渉の手引き」は、賃金担当者会議などで説明を行うとともに、後日、各単組へ送付します。

（１）月例給、一時金関係

　　①　基本賃金（月例給）は、人事院勧告を最低限とし、これ以上の水準低下をもたらさないよう交渉を強化します。

②　また、一時金について、人事院勧告（4.15月→3.95月）を最低限とし、自治体職員の生活を維持できる水準確保に向けて取り組みます。
③　50歳台後半層職員の給与1.5％定率削減は、国家公務員への措置であり、職務給の原則や地方公務員の実態が異なることから導入しないよう強く求めます。
④　給料表のマイナス改定に伴う年間給与の調整については、独自削減などを考慮させ、実施させないことを基本に対応します。なお、具体的な対応策は以下のとおりとします。

　　　例１）0.28％以上の独自削減を実施している自治体は（３％とか４％＝一時金への反映無し）、すでにその年の給与支給額は、例月給与分については勧告より下回っているので仮に調整を行えば、年間給与はさらに下回ってしまうので調整はさせない。ただし、一時金に係る調整は削減を実施していないのでその点については十分に協議させる。

　　　例２）独自削減により、年間給与・一時金とも勧告水準から下回っている場合は、どちらも調整の必要はない。

例３）独自削減がない場合は、一時金が昨年に引き続き0.20月にも及ぶ大幅な削減であること、制度調整といっても不利益不遡及の原則に反することを理由に、比較対象給与の合計額から、生活関連手当や６月支給分の一時金を除外させるなど、調整の範囲を極力狭めていく。
例４）上記の事項を複合的につなぎ合わせて、人事院勧告内容を上回る内容で妥結をめざす。

　⑤　自宅所有者の住居手当は、廃止することなく現行支給額を維持します。

　　※　特に年間給与の調整については、2009年度特別交付税の取扱いが一部変更され、ラス指数98.5未満の自治体においては、年間給与の調整を行わなくとも特別交付税が減額されなかったこと、また、自宅所有者の住居手当については、そもそも特別交付税の調整対象から外れたことなどを理由として、交渉を強めることとします。
（２）60時間を超える時間外勤務手当割増率の引き上げ際の法定休日の取扱いを国に遅れることなく措置するよう求めます。また、未実施の自治体においては、早急に改正を求めます。

（３）昨年改正された育児休業・介護休業等の制度改正について、未実施の自治体においては早急に改正を求めます。
（４）独自の給与削減に反対し、実施単組では早期停止、期間限定措置を実現します。

（５）「給与構造の改革」関係

　　①　制度改正に伴う昇給号俸の抑制措置を取った自治体においては、人事院勧告に基づき2011年４月に１号俸復元することを最低限とし、抑制された全号俸を復元することを求めます。

②　給料表は７級以上（都市は８級以上）とします。

　　③　組合員の到達級は５級以上とします。

　　④　級別格付け基準など昇格・昇給基準の短縮・改善をはかります。
　　⑤　枠外の在級実態に応じて号俸の増設を実現します。

（６）現業賃金関係

　　①　国の行政（二）表導入に反対します。

　　②　非現業との賃金格差（初任給、昇格・昇給（在級年数）等）の解消を図ります。

　　③　その他、現業統一要求項目から重点課題を設定し、実現します。

（７）新たな人事評価制度については「人事評価制度単組交渉の５つの指針」（07年２月道本部中央委員会決定）にもとづき次のとおり取り組みます。

①　国の実施状況を見極め、拙速に導入しないこと。

②　人事評価制度は労使交渉事項であること。

③　人事評価制度は原則として人事任用に活用すること。

④　人事評価の結果は賃金制度と直結しないこと。

⑤　具体的な制度は「４原則・２要件」を担保。

（８）臨時・非常勤職員の賃金改善に向けて取り組みます。
①　国が発出した非常勤職員の指針（ガイドライン）を参考に、賃金労働条件を正規職員に準じて大幅な改善を求めていきます（勤続に伴う昇給、業務関連手当、生活関連手当、通勤費、労働保健・社会保険等の加入など）。

②　育児休業・介護休業等の休暇の新設について、国に遅れることなく実施することを求めます。
（９）定年年齢の段階的引き上げに向けては、人事院の意見の申し出が年内に予定されていることから、労使ともに十分な情報収集に努めながら、勤務条件の課題など十分に交渉を行うよう求めます。
（10）その他

単組独自課題及び継続交渉事項の解決を図るとともに、統一要求書「４．労働時間、休暇制度の改善」「５．女性労働者の労働条件の改善」「６．組織・機構・定数等」について未解決の単組は重点を定め、一つでも多く獲得できるように取り組むこととします。
５．賃金確定期における具体的な取り組みの補強
賃金確定期における具体的な取り組みについては基本的に当面の闘争方針（案）どおりとします。なお、地公三者共闘の山場設定が11月18日に確定しましたので、以下のとおり、諸戦術などの日程をあらためて提起します。

【第51回定期大会当面の闘争方針：Ａ2010賃金確定闘争－具体的な取り組み抜粋】

	①　要求書の一斉提出は10月25日（月）とし、回答日は11月１日（月）とします。

②　回答後は、ヤマ場に向けて要求の実現と諸課題の解決をめざし、組合員参加の当局交渉を配置します。重点交渉期間は、11月２日（火）～11月18日（木）を本格的な重点交渉期間としますが、山場が前後する単組が想定されますので、その場合は別途協議して交渉期間を設定します。その後、これらの統一的な対応をベースに前進回答をめざし、次の前段戦術及びストライキ（必ず事前通告する）を背景にして以下のとおりたたかいを推進します。

ⅰ）地本別単組代表者会議の開催＝日程、開催方法などは地本と別途調整
ⅱ）道本部賃金担当者会議
○　日　時　10月６日（水）13：30～

○　場　所　自治労会館４Ｆホール

○　内　容　・定年制延長に向けた自治労の考え方と今後の取り組み（仮題）

・2010人事院勧告と賃金確定闘争の重点課題（仮題）

ⅲ）道本部・地本合同　単組オルグ
　　10月７日（木）～10月22日（金）

ⅳ）組合旗掲揚
　　　要求書提出10月25日（月）～闘争終結まで（山場日程が前後する場合は要求書提出後から闘争終結まで）

ⅴ）腕章・リストバンド着用

　　　11月15日（月）～闘争終結まで（山場日程が前後する場合は３日前から闘争終結まで）

ⅵ）超勤拒否
　　　11月17日（水）～18日（木）（山場日程が前後する場合は、山場前日から闘争終結まで）

ⅶ）出張・諸会議拒否
　　　11月18日（木）＜ストライキ当日にかかる出張・諸会議＞

（山場日程が前後する場合は、その当日にかかる出張・諸会議）

ⅷ）道本部統一行動
　11月18日（木）１時間ストライキ

※　なお、山場日程が前後する単組については、地方本部・道本部と協議のうえ別途決定します。また、独自削減等を抱える場合は道本部と協議し、最大２時間までとします。

③　以下省略

　　　注）下線部分が本方針に追加した内容です。


６．閣議決定期における具体的な取り組みの補強
人事院勧告の閣議決定期の深刻な情勢を踏まえ、以下のとおり、取り組みを提起します。また、情勢変化が生じた場合は、さらに取り組みを追加することとします。
（１）大型はがき行動の取り組み期間の延長
組合員１人５名を目標に９月末を期限に取り組みを進めている大型はがき行動については、10月15日まで期限を延長します（官房長官・総務大臣必着）。
①　目標に到達した単組については、事態の重要性・緊急性を踏まえ、さらに上積みを図るよう取り組むこととします。

②　目標に到達していない単組については、組合員１人５名を到達するよう執行委員会・職場集会等で徹底し、目標達成に向けて取り組みを強めます。

以上の取り組みを徹底し、全組合員とその家族の怒りの声を内閣官房長官や総務大臣へ届けることとします。

（２）第２次中央行動と全国統一行動日の設定

①　公務員連絡会が主催する第２次中央行動に結集します。
○日　時　10月13日（水）
○場　所　日比谷音楽堂他

※　動員体制は各地方本部へ１名割り振ります。詳細は道本部組織労働局発第513号（各地方本部止まり）にて指示をしています。
②　10.13全国統一行動日について（時間外職場集会の開催）
全単組・総支部においては、10.13第２次中央行動にあわせて、全国統一行動日として、10月13日に時間外職場集会を開催します。
（３）全単組・総支部からの緊急要請打電（レタックス）行動の実施
人事院勧告の取扱いをとりまく情勢を踏まえ、内閣官房長と総務大臣宛に、単組・総支部代表者名による緊急要請打電（レタックス）行動を実施します。取り組みの期限は、この指示文書到着から10月13日の第２次中央行動までとし、全単組・総支部において実施します。
＜宛先＞

○　内閣官房長官　仙谷由人　様　
100-0014　東京都千代田区永田町2-3-1　首相官邸内

○　総務大臣　　　片山善博　様　
100-8926　東京都千代田区霞ヶ関2-1-2　総務省内
　＜要請内容（例文）＞

　・　人事院勧告は労働基本権制約の代償措置であり、使用者がその内容に手を付けるなら憲法問題に発展する。人事院勧告の完全実施が最低限の措置で、政府としての義務である。
　・　人事院勧告の取扱いをめぐる発言は、労働基本権制約の代償措置であることを否定する行為で断じて認められない。政府の義務として勧告尊重の基本姿勢を堅持せよ。
　・　人勧の深掘りを議論するより、国際的にも批判を受けている労働基本権制約を即座に止め、日本の公務員労働者に国際基準の法制適用を行うことが優先事項である。
　・　10年連続賃金・諸手当が引き下がり、私たちの生活は限界だ。地方はさらに独自削減で、地域経済はこのままでは破綻する。景気対策を重要というなら、これ以上公務員の賃金は下げず、労働者総体の賃上げで本当の内需拡大を図って、地域経済を活性化せよ。
　　※　要請文面は例示ですので、創意・工夫ある表現で提出して下さい。
（４）民主党北海道及び北海道選出衆参議院議員への要請行動の実施について
「人事院勧告の深掘り」という事態となれば、ことが憲法問題となり得ることから、民主党の各級機関（民主党北海道、民主党札幌、民主党総支部）に対して、連合（連合北海道、札幌地区連合、地協組織）及び公務公共サービス労働組合協議会（地域の公務員共闘会議等）と連携して要請行動を実施します。

①　取り組みの期限　　10月４日の週に終了することを目途に実施
②　要請対象組織
民主党北海道総支部連合会（１）
民主党札幌（１）
民主党選挙区総支部（１２）

③　要請対象議員（民主党公認議員）

参議院議員（北海道選挙区２名、比例区１名）

衆議院議員（選挙区１０名、比例区４名）

④　要請書の内容－「別紙１、２」参照のこと
⑤　取り組みの方法
（ア）民主党北海道、民主党札幌、衆議院議員１区から５区・比例区、参議院議員選挙区・比例区については、道本部段階で対応します。特に民主党北海道に対しては道公務労協・地公三者共闘会議と連携して、10月１日に緊急要請行動を実施します。
（イ）その他の議員については、選挙区ごとに地方本部や地域の公務員共闘会議（地公三者も含む）と連携して、要請行動を行うこととします。なお、選挙区における公務員共闘会議が存在しない地域においては、該当する地方本部・全道庁・北教組が連携しあって要請行動を行うこととします。
（ウ）道内選出国会議員への要請行動は、事態の緊急性を考慮して10月４日実施します。
（４）地方議会（道議会・札幌市議会、市町村議会）への対応について
　　　道議会や札幌市議会などの地方議会に対する対応は、自治労政治フォーラムに籍を置く組織内議員等には要請書を送付するとともに、他の連合推薦議員等に対して、今回の人事院勧告をめぐる課題について説明を行い、理解を求める取り組みの要請を行うとともに、民主党への意見反映などの協力を求めます。
	 


内閣官房長官・総務大臣宛緊急打電（レタックス）行動
（取り組み期限10月13日）

単組名　　　　　　　　　　　　　　記入者氏名　　　　　　　　　　　　　

実施日　　１０月　　　　日　
打電数　　内閣官房長官　　　　　通　　　　総務大臣　　　　　　通　　
送付先：自治労道本部賃金労働部（ＦＡＸ：011-700-2053）
（別紙１　要請書－民主党北海道）

２０１０年１０月○日

民主党北海道総支部連合会

　代　表　衆議院議員　三　井　辨　雄　様

連合北海道公務・公共サービス労働組合協議会

議　　長　　　中　村　　　昭
人事院勧告の取扱いにかかる要請書
　日頃からのご奮闘に心から敬意を表します。
　さて、菅首相は、代表選挙立候補の政見で「国家公務員人件費２割削減に向け、人事院勧告を超えた削減をめざす」との考え方を示したところです。また、民主党の公務員制度改革ＰＴにおいて、数回にわたって人事院勧告の取扱いを協議し、人勧の扱いと人件費２割削減問題を区分して検討していく方向となっているところです。
　片山新総務大臣は、人事院勧告の取扱いに関して具体的な見解は示していないものの、政府部内の検討を急ぐ姿勢を見せており、新内閣の布陣からみて、人事院勧告について厳しい対応を求める意見が強まることが予想されます。
　仮に人事院勧告を無視した給与引き下げが一方的に決定されることとなれば、労働基本権制約の代償措置としての人事院勧告制度を政府自ら否定することとなり、ことは憲法問題にもおよび極めて重大な問題となります。現状の人事院勧告制度に対してさえ、労働基本権制約の代償措置たり得るかどうかについて強い疑念が持たれており、ＩＬＯから労働基本権の制約を国際労働基準違反として、厳しく批判されていることを踏まえれば、人事院勧告をさらに上回る削減を政府が取ることは断じて認めることはできません。
　今年の人事院勧告に対しては、これまでどおり人勧制度尊重の基本姿勢を堅持して、以下の点について政府に対して対応されるよう強く要請します。
記

１　労働基本権制約の代償措置である人事院勧告制度尊重の基本姿勢に立ち、十分な交渉・協議と合意に基づいて2010人勧取扱い方針を決定すること

２　人事院勧告を無視した一方的な給与引き下げは行わないこと

３　非常勤職員に育児休業等を適用するため、人事院の意見の申し出に基づく育児休業法改正案を早期に成立させること。

以上

（別紙２　要請書－民主党第○区総支部）

２０１０年１０月○日

民主党北海道第○区総支部

　代　表　衆議院議員　○　○　○　○　様

連合○○地協・○○地区公務員共闘会議

議　　長　　　○　　○　　　○
人事院勧告の取扱いにかかる要請書

　日頃からのご奮闘に心から敬意を表します。

　菅首相は、代表選挙立候補の政見で「国家公務員人件費２割削減に向け、人事院勧告を超えた削減をめざす」との考え方を示したところです。また、民主党の公務員制度改革ＰＴにおいて、数回にわたって人事院勧告の取扱いを協議し、人勧の扱いと人件費２割削減問題を区分して検討していく方向となっているところです。

　片山新総務大臣は、人事院勧告の取扱いに関して具体的な見解は示していないものの、政府部内の検討を急ぐ姿勢を見せており、新内閣の布陣からみて、人事院勧告について厳しい対応を求める意見が強まることが予想されます。

　仮に人事院勧告を無視した給与引き下げが一方的に決定されることとなれば、労働基本権制約の代償措置としての人事院勧告制度を政府自ら否定することとなり、ことは憲法問題にもおよび極めて重大な問題となります。現状の人事院勧告制度に対してさえ、労働基本権制約の代償措置たり得るかどうかについて強い疑念が持たれており、ＩＬＯから労働基本権の制約を国際労働基準違反として、厳しく批判されていることを踏まえれば、人事院勧告をさらに上回る削減を政府が取ることは断じて認めることはできません。

　今年の人事院勧告に対しては、これまでどおり人勧制度尊重の基本姿勢を堅持して、以下の点について政府に対して対応されるよう強く要請します。

記

１　労働基本権制約の代償措置である人事院勧告制度尊重の基本姿勢に立ち、十分な交渉・協議と合意に基づいて2010人勧取扱い方針を決定すること

２　人事院勧告を無視した一方的な給与引き下げは行わないこと

３　非常勤職員に育児休業等を適用するため、人事院の意見の申し出に基づく育児休業法改正案を早期に成立させること。

以上
至　急
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